
１　職員の任免及び職員数に関する状況

 (1) 職員の採用状況（21年4月1日現在）

 (2) 職員の退職者数（平成20年度）

船 員 ・ 航 海 1人

技 術 職 ・ 土 木 1人

合 計 13人

8人合 計

看 護 師

区 分

一 般 事 務 職

消 防 職

採 用 者 数

2人

1人

保 育 士

鳥羽市の人事行政の運営等の状況について

1人

2人

10人

教 育 委 員 会

11人

　 「鳥羽市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」（平成18年条例第2号）の規定に基づき、

鳥羽市職員の給与や部門別職員数などを公表します。

区 分 定 年 退 職 普 通 退 職 等

23人

21人

合 計

10人

　（注）　平成20年度の勧奨退職者はありませんでした。

2人

市 長 部 局 等

2人

　（注）　職員の採用は、行政需要の動向や今後の退職者数を考慮し行っています。
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 (3) 部門別職員数の状況と主な増減理由

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　３　教育部門には、教育長を含みます。

衛 生

労 働

農林水産

商 工

税 務

民 生

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

53 52

普

通

会

計

部

門

土 木

一

般

行

政

部

門 計

総務企画

4 4

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成20年 平成21年

（各年4月1日現在）

△ 1

90 86 △ 4

△ 1

11

42

21 20

8 7 △ 1

45 　　　　　　業務の見直しによる減

17 17

△ 3

＜参考＞

△ 10

330

249 239

1 欠員補充

11

40

小 計 316

33 △ 2

1
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水 道 16 17

31

下 水 道 2

交 通

[      554      ］

小 計 63 62 △ 1

2

12そ の 他 12

教 育 部 門 42 37

消 防 部 門 39

業務の見直しによる減

業務内容の充実

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、

人口10,000人当たり職員数166.55人
合　　計

393 378 △ 15 ＜参考＞

[      554      ］

　　　　臨時または非常勤職員を除いています。

人口10,000人当たり職員数139.23人

（類似団体の人口10,000人当たり職員数96.38人）

人口10,000人当たり職員数105.30人

（類似団体の人口10,000人当たり職員数73.32人）

＜参考＞

△ 5 業務の見直しによる減

議 会

△ 14
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（4）年齢別職員構成の状況（21年4月1日現在）

　

（5）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

　　

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員

  　　　増減数の累計を示しています。                                              

      ４　教育部門には教育長を含んでいません。

377

△ 15 △ 55

381―

―

△ 5

21年

4年目

239

△ 10

△ 1

40

1

△ 10

0

―

―

増 減

67

436

増 減

職員数

46

職員数 40

377人2人

区　分

32歳

未満

計

～ 60歳

59歳43歳 47歳

～ ～～ ～～ ～

38人

△ 44

69人

249

△59　（107.2％）

62

36

△ 5
教　 育

計

69

42

増 減

40

職員数

増 減

56歳44歳 52歳48歳40歳

17年～21年

56人

～

51歳

　　　　（平成17年3月29日総務事務次官通知）」における集中改革プラン（改訂版）による市全体で策定した数値目標です。

18年 19年

27歳 31歳

36歳

17年

28歳

272

50人 36人

計画始期 2年目1年目

以上39歳 55歳

計

20年

2人81人33人 44人

　（注）　平成22年4月1日現在における定員の数値目標とは、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針

464人44人

純減率
職員数

37人

△ 2

411

△ 19

392

△ 13

0 0

△ 12

2

△ 4

67

0

40

63公営企業 職員数

等 会 計 △ 4

消　 防

平成17年4月1日

―

28人

職員数

　　　　また、職員数には教育長を含んでいません。

一般行政

3年目

（各年4月1日現在）
　　　　　　　　　区　　分

部　　門

増 減 △ 11

283

（参考）

数値目標

23歳 35歳

37人

12.6%436人 381人 55人

純減数
職員数

平成22年4月1日

20歳 ～ ～

20歳 24歳

41

平成21年度
職員数 39人68人39人28人10人2人

263

△ 9

51人
平成16年度

(5年前） 2人 15人 30人

423

△ 14

△ 1

39

△ 1

41

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%
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２　職員の給与の状況

（1） 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員給与とは、人件費のうち一般職員に支給される給与諸手当をいいます。
　　　２　職員手当には退職手当は含まれていません。
      ３　職員数は平成20年4月1日現在の人数です。

（3）特記事項

※　平成20年度6月期末・勤勉手当において、課長級職員5％・その他の職員3％を減額して支給しました。

※　平成20年度12月期末・勤勉手当において、課長級職員に対して5％を減額して支給しました。

（4）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体（人口50,000人未満で、

　　　　第Ⅲ次産業の構成比率が55％以上の市）のラスパイレス指数を単純平均したものです。

給　 料

188,652千円

500,748千円1,239,937千円

職員手当

178,572千円

20年度

住民基本台帳人口

　　　　　（20年度末）

10,725,226千円

（参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

2,876,795千円

　　　　　　Ｂ

歳 出 額

　　　　　　Ａ

区　　分

20年度

職員数

Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

329人

区　　分

　　計　　Ｂ

22,695人

6,132千円

（参考）類似団体平均

期末・勤勉手当

一人当たり

給与費 B/A

人 件 費実 質 収 支

19年度の人件費率

一人当たり給与費

32.2%26.8%

　（注）　人件費には、一般職員のほか、市長、副市長等の特別職の給与や市議会議員の報酬などが含まれています。

5,833千円1,919,257千円

(H16)
98.2

(H16)
96.2

(H16)
96.1

(H21)
96.2 (H21)

95.6

(H21)
98.4

90.0

95.0

100.0

105.0

鳥羽市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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（5）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（21年4月1日現在）
　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　③技能労務職

　Ⅰ　職種ごとの人数、平均年齢、平均給与及び民間従業員データ　（21年4月1日現在）

参考

歳 43 人 円 円 円 ―

歳 13 人 円 円 円 歳 円 1.13

歳 7 人 円 円 円 歳 円 1.62

歳 6 人 円 円 円 歳 円 1.20

歳 ― 人 円 円 ―

歳 ― 人 円 円 ―

歳 ― 人 円 円 円 ―

円 円

円 円

円 円

　 （注）※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成18年～20年の3ヶ年の平均)
　　　　 ※　技能労務職の職種と類似すると思われる民間の職種と比較したもので、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
　　　　　　しているものではありません。
　　　　 ※　年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては
　　　　　　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　Ⅱ　年齢別職員　（21年4月1日現在）

13人

7人

6人

17人

59歳

3人 3人 10人 15人 8人 4人

その他

20歳
未満

20歳
～

全　　　体

清掃作業員

用務員

学校給食員

23歳

3人

2人

3人

2人

1人

4人

1人

5人

2人

1人

1人

4人

3人

3人

4人

1人

1人

2人

合計

43人

44歳 48歳 52歳 56歳28歳 32歳
～ ～ ～

27歳 31歳 35歳 39歳 43歳
区　　分

24歳
～ ～

36歳 40歳
60歳
以上

～ ～ ～ ～
47歳 51歳 55歳

Ａ／Ｂ

廃棄物処理業従業員

用務員

調理士

214,000

260,50041.3

平均給与月額

(Ｂ)

299,900

―

平均年齢

44.2

54.5

―

309,800

338,585

326,600

323,781

職員数
平均給与月額

(Ａ)

315,467

平均給料月額

285,548

340,797

306,133

区　　分
平均年齢

50.3

47.1

三重県

381,640

328,44743.3類似団体

平均給料月額平 均 年 齢

325,521

三重県

鳥羽市

304,88939.9 355,483

国

区　　分

国

類似団体 43.9

うち清掃作業員

うち学校給食員

うち用務員

三重県

353,145

―

―

338,160

平均給与月額

328,254

329,371

312,023

305,088

平均給与月額

391,770

355,660

対応する民間

（国ベース）

346,783

―

―

の類似職種

―

447,629

456,376

民　　　間

379,013

347,062

395,490

313,838

333,334

類似団体

49.1

48.2

49.2

46.6

公　　　務　　　員

327,941

41.5

49.8

鳥羽市

42.8

鳥羽市

51.3

396,12844.4

区　　分

うち清掃作業員

鳥羽市

400,175

―

―322,737

（国ベース）
区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

― ―

318,612

―

―

―

うち学校給食員

うち用務員

1.485,133,312

4,156,100

3,027,000

3,472,600

5,567,727

5,733,037

―

―

参　　　考

年収ベース(試算値)の比較

公務員 民間
Ｃ／Ｄ

(Ｃ) (Ｄ)

―329,184

―

1.34

1.89

―
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　Ⅲ　その他給与に関する事項

(1)給料表

現業職給料表（国の行政職給料表(一)及び(二)の合成）を適用しています。

(2)各種手当

特殊勤務手当：ごみ処理に関する作業に業務に従事した職員（日額300円。ごみ焼却炉内、煙道内若しくは

　　　　　　　汚水槽内における作業である場合は500円加算）

その他の手当については一般行政職員と同じです。

(3)昇給基準

毎年1月1日に前1年間の勤務成績について、その者の職務について監督する地位にあるものの証明を得て、

4号給(55歳を超える場合は2号給)を標準としています。

　Ⅳ　基本的な考え方

集中改革プランの取組みに基づき、原則退職者不補充とし、民間委託を含めた業務の見直しを行います。

給与については、国、県、近隣市町の動向を注視し、適正な運用に努めていきます。

　　　Ⅴ　具体的な取組内容

(1)給料表

現業職給料表の改定（国の行政職給料表(二)準拠）を検討しています。

(2)各種手当

特殊勤務手当については、平成16年度に大幅な改定を行ったところであり、他の手当と合わせ適正な運用

に努めていきます。

(3)昇給基準

一般行政職員と同様に、勤務評定制度の導入を検討しています。

(4)職員採用

平成14年度を最後に職員採用は行っておりません。

　Ⅵ　その他

年度ごとの退職者数に注視し、また、現場の状況を精査しながら、職員の適正配置を行っていきます。

（注）１　「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など

　　　　のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（6） 職員の初任給の状況（21年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

鳥　羽　市

178,800

140,100 144,500

大　学　卒

区　　　　　分

172,200
一般行政職

高　校　卒 140,100

172,200

国（国家公務員Ⅱ種）三　重　県
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（7） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（21年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

  　  ２　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

（8） 一般行政職の級別職員数の状況（21年4月1日現在）

（注）１　鳥羽市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　 （注）　平成18年度より8級制から6級制に変更しています。（5年前の構成比については、旧給料表の1級及び2級を

　　　新1級に、4級及び5級を新3級にそれぞれ統合して表記しています。）

9.7%

主査・事務職員・技術職員

一般行政職

区　　分 標準的な職務内容

３　　級

課長補佐・係長

事務職員・技術職員

事務職員・技術職員

283,200

37人 23.9%

－

44人 28.4%

23.9%

職員数

37人

15人

４　　級

課長・副参事

経験年数２０年

－

16人 10.3%課長・副参事

6人 3.9%

高　校　卒

297,900

260,500

242,500

大　学　卒

207,100

経験年数１５年区　　　　分 経験年数１０年

技能労務職

268,200

５　　級

２　　級

１　　級

297,900

６　　級

222,000高　校　卒

－

（注）１　職員の給料は、職務や学歴、経験年数によって決められます。

中　学　卒

352,800

構成比

１級
9.7%

１級
11.3%

１級
11.4%

２級
23.9%

２級
25.6% ２級

16.1%

３級
28.4%

３級
21.9%

３級
16.1%

４級
23.9%

４級
28.1%

４級
43.5%

５級
3.9%

５級
1.9%

５級
0.5%

６級
10.3%

６級
11.3%

６級
12.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２１年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（9） 昇給期間短縮の状況

　

（10） 職員手当の状況
　① 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　5～10％ ・　役職加算　5～20％ ・　役職加算　5～20％

・　管理職加算　10～15％ ・　管理職加算　15～25％ ・　管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】　勤勉手当への勤務成績反映状況

①　勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第40条に基づき、平成16年度より一部を除く全職員に対し勤務評定の試行を行っています。

また、平成20年度より課長級職員については本格実施しています。

② 勤勉手当への勤務成績の反映状況

課長級職員については、業績・態度を勤勉手当の成績率に反映しています。

　② 退職手当（21年4月1日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　無　　　　　　　）

自己都合 千円

定年 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

394人

0.0%

人

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

三　　　　　重　　　　　県

30.55

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

19年度

鳥　　　　　羽　　　　　市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

普通昇給期間（12～24月）を

区　　　　　　　　　　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

１人当たり平均支給額（20年度）

定年前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額　　　　

47.50

15,614

24,764

国

59.28

（年齢により2％～20％加算）

59.28

41.34

1,8821,514

普通昇給期間（12～24月）を

職 員 数

全　職　種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

0.70

2.75

20年度

職 員 数

１人当たり平均支給額（20年度）

376人

0人

0.0%
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

短縮して昇給した職員数

47.50

59.28 59.28 59.28

―

33.50

国

23.50 30.55

2.75

1.50

1.40

0.70

2.75

41.34

1.40

0.70

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

1.40

23.50

33.50

鳥　　　　　　　　　　　羽　　　　　　　　　　　市

1.50

（年齢により2％～20％加算）

1.50

59.28

定年前早期退職特例措置
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　③ 地域手当（21年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

（注）　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることと                 

　　　　しています。

　④ 特殊勤務手当（21年4月1日現在）

千円

円

円

％

 ⑤ 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

243

4,283

121,434

19年度
決算

支給実績

災害業務従事手当

20年度
決算

医療事務従事手当（看護師）

職員1人当たり平均支給年額

医師国家試験に合格し、診療所に
おいて医療事務に従事する職員

夜間診療待機

市内診療所の医師

0

支給対象地域

鳥羽市

2

派遣職員

市内診療所の医師

5

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算）

津市（5級地）

感染症防疫作業従事手当

ごみ焼却炉内、煙道・汚水路内の作業に従事した職員

15

支給実績

ごみ処理業務従事手当

支給対象地域 支給率

手当の名称 主な支給対象職員

15

0 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

鳥羽市

国の制度（支給率）

5

1,070,730

支給率

手当の種類（手当数）

13,504

24.9

6

15

4

医　 師

市内診療所の医師

支給対象職員数 国の制度（支給率）

0

津市（5級地） 6

医療事務

46,976

職員1人当たり平均支給年額

船舶職員業務従事手当

1日につき250円

機関長業務機関長職務に従事した船員

船長職務に従事した船員

1日につき300円

主な支給対象業務

1件につき1,500円

死体の取扱作業

上記に500円加算

1日につき80円

1日につき120円

1月につき70,000円

166

消防職員業務従事手当

0

死体取扱作業に従事した職員

災害対策本部の指示により、災害
業務（気象警報発令中、屋外被害
状況調査等）に従事した職員

災害業務（気象警報発
令中、屋外被害状況調
査等）

行旅病人取扱作業に従事した職員

143,650

30,314

ごみ処理業務従事した職員 ごみ処理業務

8種類

火災出動等における危険作業

1件につき250円

上記に300円加算

1件につき250円

救急業務

行旅病人の取扱作業

左記職員に対する支給単価

1件につき3,000円

感染症防疫作業

1日につき300円

医療事務

往診業務 社会保険診療報酬点数表乙表に定める往診料の1/2

60,709

ごみ焼却炉内、煙道・汚水路内の作業

1夜につき4,200円

134

看護師国家試験又は准看護師試
験に合格し、診療所において医療
事務に従事する職員

1日につき150円
（限度額1,500円）

医療事務従事手当（医師）

支給実績（20年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算・医師を除く）

14

防疫業務に従事した職員

救急救命士の資格を有する消防職員

船長業務

火災・水防その他災害出動した消防職員

救急業務に従事した消防職員

救急救命措置に係る業務

行旅病人及び死体の
取扱作業従事手当

支給実績（20年度決算）
派遣職員
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 ⑥ その他の手当（21年4月1日現在）

千円

住居手当

ア　借家、借間居住者支給対象

扶養手当

イ　配偶者以外の扶養親族

　　の子については　　5,000円加算

　　なお、満16歳以上22歳まで

　　    　　　　　　　　　　 　　　　6,500円

　　ただし、配偶者のいない場合

　　　　　　　　　1人目　　　　 11,000円

　　　　　　　　　2人目以降 　　6,500円

国の制度
との異同

　　全額支給限度額

通勤手当

ア　交通機関利用者

　　に応じて6,500円～23,600円

手　当　名

　　運賃相当額　　　　　55,000円

　　週休日又は休日等に

異なる

ア　課長　　　　　 40,000円

イ　副参事　　　  35,000円

　　60ｋｍ以上　　　　　　　　 24,500円

イ　交通用具利用者

　　2ｋｍ以上5ｋｍ未満　　　　 2,000円

同じ

　　支給単位期間のうち最も長い

41,349

ア　配偶者　　　　　　　　　　　13,000円

同じ －

－

円232,295千円

支給実績
（20年度決算）

9,302

千円

　　 うち、規則で指定する

　 　ただし、勤務に従事した時間が

27,701 千円

224,650

87,108

円

支給職員1人当たり

平均支給年額
国の制度と
異なる内容

（20年度決算）

内容及び支給単価

円

　　 12,000円を超える額

　 　最高支給額　　27,000円

イ　自宅居住者のうち新築または

 　　購入後5年間　　2,500円

同じ － 21,118 千円

　　支給単位期間の1ヶ月当たりの

円

管理職手当

○　課長・副参事の管理職に支給

千円 465,600 円

　　5ｋｍ以上10ｋｍ未満　　　 4,100円

　　10ｋｍ以上60ｋｍ未満　　距離区分

円　　一種　　　12,000円

　　 官職を占める職員に

　　対し支給

11,640

　　勤務した場合

○　管理又は監督の地位

　 　にある職員の官職の

　 　6時間を超える場合　　9,000円 9 千円 9,000

○　管理職が臨時又は、緊急の必要

異なる

○　管理職が臨時又は、

　　 等により週休日又は休日等に勤務 　　緊急の必要等により

 　　した場合　　　　　　　　6,000円

　　二種　　　10,000円

　　三種　　　  8,500円

　　四種　　　　7,000円

　　五種　　　　6,000円

管理職特別勤務手当

14,732 千円 3,682,800初任給調整手当

○　医療職給料表の適用を受ける職員

同じ －
　　 のうち、採用による欠員補充が困難

　　 と認められる職で新たに採用された

休日勤務手当

○　祝日及び年末年始に勤務した職員

同じ －　　 に通常の時間単価に100分の135を

　　 乗じた額

　　 職員　　　　　　306,900円

円344,499

夜間勤務手当

○　正規の勤務時間として午後10時から

同じ －　　 翌日の午前5時までの間に勤務した

　　 職員に支給　時間単価の100分の25

4,504 160,843 円

特地勤務手当

○　神島町に所在する公署に勤務する

1,025 千円 512,328 円　　 ため住居を移転した職員

　　 することとなった職員　　23,000円

276

　　　　　　　　　　　　　給料月額の12％

単身赴任手当

○　公署を異にする異動等に伴い、住居

同じ 千円 276,000 円

宿日直手当

○　宿日直勤務1回につき　4,200円

円同じ －

－　　 を移転し、同居していた配偶者と別居

0 千円 0
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（11）特別職の報酬等の状況（21年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　

(注）市長・副市長について、平成20年6月と12月期末手当において10％の減額支給を行いました。                         

（12）　公営企業職員の状況
　(Ⅰ)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成21年3月31日現在の人数です。

イ　 特記事項

※　平成20年度6月期末・勤勉手当において、課長級職員5％・その他の職員3％を減額して支給しました。

※　平成20年度12月期末・勤勉手当において、課長級職員に対して5％を減額して支給しました。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（21年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給には、給料と扶養手当が合算されています。  

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

230,000

給与費 　　Ｂ／Ａ

19年度の総費用に占

（参考）全国市町村平均

14.49％

一人当たり給与費

職員給与費比率

（参　　考）

平　均　年　齢

45.6

　　　　　　区　　分

職員数

309,341千円

副 市 長

20年度

退
職
手
当

備　　　　考

区　　分

市 長

総費用

1,282,552千円

Ａ  

職員給与費
純損益又は

Ｂ　

151,812千円

実質収支

期
末
手
当

報

酬

副 議 長

区 分

議 長

議 員
副 議 長

副 市 長

副 市 長

議 長

議 員

　　（21年度支給割合）

377,000

4.15

市 長

期末・勤勉手当

一人当たり

　　　　　　Ｂ／Ａ

11.84%

める職員給与費比率

3.725

200,000

465,000

522,000

180,000

総費用に占める

基本給

給　 料

598,000

337,000

　　（21年度支給割合）

445,000

364,123鳥 羽 市

全 国 市 町 村 平 均

49.7

370,362

67,738千円

区　　分
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ　　　　　　Ａ

16人20年度

職員手当

104,319千円28,020千円

平均月収額

6,519千円

564,094

6,781千円8,561千円

533,542

（参考）類似団体における最高／最低額

259,000給

料

890,000

688,000

市 長

769,000

940,000

249,000

給 料 月 額 等

（支給時期）

任期毎

任期毎

（算定方式）

給料月額×（450/100）×在職年数

給料月額×（280/100）×在職年数
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③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　5～10％ ・　役職加算　5～10％

・　管理職加算　10～15％ ・　管理職加算　10～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（21年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

自己都合 0 千円 自己都合 千円

定年 0 千円 定年 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（21年4月1日現在）

％ 人 ％

（22年度の制度完成時）

％ ％

エ　特殊勤務手当（21年4月1日現在）

千円

円

％0.0

1日につき250円

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

災害業務（気象警報発
令中、屋外被害状況調
査等）

定年前早期退職特例措置

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

支給実績（20年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算） 0

1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

15,614

41.34

59.28

59.28

1人当たり平均支給額　　　　

33.50

30.55

2.75

1.50

1.40

0.70

47.50

鳥羽市（水道事業以外の職員）

１人当たり平均支給額（20年度）

定年前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額（20年度）

支給率 一般行政職の制度（支給率）

0

59.28

（年齢により2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　　　　　　）

（年齢により2％～20％加算）

0

0

千円

円

支給対象職員数

一般行政職の制度（支給率）

23.50

33.50

23.50

0

1,514

鳥　　　　　　　　　羽　　　　　　　　　市

支給対象地域 支給率

勧奨・定年

千円　

59.28

支給実績（20年度決算）

鳥羽市

災害対策本部の指示により、災害
業務（気象警報発令中、屋外被害
状況調査等）に従事した職員

0

47.50 59.28

59.28

1人当たり平均支給額　　　　

41.34

1,752

2.75

30.55

0.70

自己都合 勧奨・定年

1.40

1.50

鳥羽市　（水道事業以外の職員）

自己都合

災害業務従事手当

鳥羽市 0

0

支給対象地域

24,764

0

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算）

鳥　　　　　　　　　羽　　　　　　　　　市
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オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（21年4月1日現在）  

宿日直手当

○　宿日直勤務1回につき　4,200円

夜間勤務手当

0 千円 0 円同じ －

1,363 千円 272,553 円

○　正規の勤務時間として午後10時から

同じ －　　 翌日の午前5時までの間に勤務した

　　 職員に支給　時間単価の100分の25

0 千円 0 円休日勤務手当

○　祝日及び年末年始に勤務した職員

同じ －　　 に通常の時間単価に100分の135を

　　 乗じた額

千円 0 円　　 ため住居を移転した職員

　　　　　　　　　　　　　給料月額の12％

特地勤務手当

○　神島町に所在する公署に勤務する

0

0 千円 0 円

　　五種　　　　6,000円

単身赴任手当

○　公署を異にする異動等に伴い、住居

同じ －　　 を移転し、同居していた配偶者と別居

　　 することとなった職員　　23,000円

管理職特別勤務手当

○　管理職が臨時又は、緊急の必要

18,000 円　 　6時間を超える場合　　9,000円 　　一種　　　12,000円

　　二種　　　10,000円

同じ

○　管理職が臨時又は、

　　 等により週休日又は休日等に勤務 　　緊急の必要等により

　 　ただし、勤務に従事した時間が 　　勤務した場合

18 千円

 　　した場合　　　　　　　　6,000円 　　週休日又は休日等に

　　三種　　　  8,500円

　　四種　　　　7,000円

　　対し支給

480 千円 480,000 円管理職手当

○　課長・副参事の管理職に支給

同じ

○　管理又は監督の地位

ア　課長　　　　　             40,000 　 　にある職員の官職の

イ　副参事　　　               35,000 　　 うち、規則で指定する

　　 官職を占める職員に

108,692
　　2ｋｍ以上5ｋｍ未満　　　　 2,000円

　　5ｋｍ以上10ｋｍ未満　　　 4,100円

　　10ｋｍ以上60ｋｍ未満　　距離区分

　　に応じて6,500円～23,600円

　　60ｋｍ以上　　　　　　　　 24,500円

円千円通勤手当

ア　交通機関利用者

3,775

236

136

職員1人当たり平均支給年額

1,196－

　　全額支給限度額

　　支給単位期間のうち最も長い

　　支給単位期間の1ヶ月当たりの

同じ

　　運賃相当額　　　　　55,000円

イ　交通用具利用者

一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績

平均支給年額

支給職員１人当たり
支給実績

（20年度決算）
内容及び支給単価

（20年度決算）

3,237 千円 249,000 円－

2,034

職員1人当たり平均支給年額

19年度
決算

支給実績

20年度
決算

手　当　名

扶養手当

ア　配偶者　　　　　　　　　　　13,000円

　　　　　　　　　1人目　　　　 11,000円
同じ

イ　配偶者以外の扶養親族

　　    　　　　　　　　　　 　　　　6,500円

　　ただし、配偶者のいない場合

　　の子については　　5,000円加算

　　なお、満16歳以上22歳まで

　　　　　　　　　2人目以降 　　6,500円

ア　借家、借間居住者支給対象

同じ

　　 12,000円を超える額

　 　最高支給額　　27,000円

イ　自宅居住者のうち新築または

 　　購入後5年間　　2,500円

－ 千円 234,000 円234住居手当
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④定員管理の数値目標及び進捗状況
ア　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標
    →1(5)①を参照

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →1(5)②を参照

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1） 勤務時間
　   原則週休2日制、週40時間勤務で、1日の勤務時間は8時30分から17時15分までとなっています。
　　 市民サービスの向上、業務の効率化などの目的で、勤務時間帯をずらしたり、交替制勤務としたり
　するなど、業務内容によって異なる勤務形態をとっています。

（2） 休暇制度

　 　　　休暇には大きく次の4つがあります。
 　　①　 年次有給休暇　1年（暦年）あたり20日間の年次有給休暇が与えられます。残日数がある場合は、
　　　　20日を限度として翌年に繰り越すことができます。
　　 ②　 病気休暇　病気療養に必要な期間（90日以内）について有給で与えられます。
 　　③　 特別休暇　特定の事由に基づいて有給で認められます。結婚休暇、忌引休暇、産前・産後休暇、
　 　　  ボランティア休暇、夏季休暇などがあります。
　　 ④　 介護休暇　配偶者等の介護が必要な期間（連続する6月以内）について無給で与えられます。

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1） 分限処分の状況

　 　　　分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を欠くなど一定
　　　の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。
　 　　　その種類として、免職、降任および休職があります。
　　　　 平成20年度の分限処分の状況は表のとおりです。

（2） 懲戒処分の状況

　 　　　懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、公務に
　　　おける規律と秩序を維持することを目的とする処分です。
　 　　　その種類として、免職、停職、減給、戒告があります。
　 　　　市民のみなさんからの信頼を確保していくために、今後とも服務規律の遵守の徹底を図るとともに、
　　　不祥事が発生した際には厳正に対処してまいります。
　　　　 平成20年度の懲戒処分の状況は表のとおりです。

4人

区 分 免 職 降 任 休 職

市 長 部 局 4人

1人

3人 3人

1人

合 計

2人

減 給

2人

戒 告停 職 合 計区 分 免 職

合 計

教 育 委 員 会

市 長 部 局
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５　職員の服務の状況

（1） 服務に関する基本原則の概要

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況（平成20年度）

（1） 職員研修の実施状況

　 　　　職員研修については、基本方針として

 　　①　 職責の重要性を認識するとともに、人間性豊かな職員の育成

 　　②　 職務を公正・的確かつ効率的に処理する実務能力を備えた職員の育成

 　　③　 幅広い視野、柔軟な思考力を備えた職員の育成

に沿って実施しています。

　　　　 実施状況については、表のとおりです。

＜庁内研修・自己啓発＞

＜派遣研修＞

＜専門研修＞

（2） 職員の勤務評定の実施状況
　　　　 市では今後、職員の能力、資質、業績、勤務態度等を把握し、昇給、昇任、配置転換等の人事
　　　管理へ反映させるため、新たな勤務評定制度の確立を目指し試行（一部実施）中です。

研　　修　　名 受講者数

－

三重県職員研修センター等 25人

消費生活相談員研修ほか13研修 24人

派　　遣　　先 受講者数
三重県自治会館組合 47人

4人通信教育講座

2日

2日

1日

1日

1日

1日

2日

ディベート研修

169人

8人

50人

防災・国民保護・交通安全研修

人材育成研修

普通救命講習

コーチング研修 13人

営利企業等の従事制限

24人

9人

43人

研　　修　　名

新規採用職員研修

受講者数

7人

メンタルヘルス講習

法制執務研修

日　　数

6日

係長級（メンタルヘルス）研修 1日17人

政治的行為の制限
政党その他の政治団体の結成等に関与する等の政治的行為の禁
止

全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行する義務
職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為の禁止

争議行為等の禁止
守秘義務

争議行為等の禁止
職務上知り得た秘密を漏らさない

基本原則

職務専念義務
信用失墜行為の禁止

営利企業等の従事することは制限されており、従事する場合には許
可が必要

概　　　　　　要
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1） 職員の健康管理について
　　　　 労働安全衛生法及び安全衛生管理規程に基づき、職員の安全及び健康を確保するとともに、
　　　快適な職場環境の形成を促進するため、安全衛生委員会の開催、定期健康診断、メンタルヘルス
　　　研修、産業医の保健指導・健康相談を実施しています。

（2） 互助会への支出状況
　　　　 地方公務員法第42条に定められている、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画
　　　を樹立し実施していくため、（財）三重県市町村職員互助会に加入しています。

平成２０年度負担金支払額 円

（21年4月1日現在）

・会員が結婚した時　 円

・会員が銀婚を迎えた時 円

・会員及び配偶者が出産した時　1人につき 円

・会員の扶養家族が小、中学校に入学した時 円

・会員の扶養家族が中学校を卒業した時 円

会員 円

配偶者及び子 円

会員の実父母(養父母を含む） 円

・在会満10年、満20年、満30年に達した時

各20,000円

100万円以上の被害 円

50万円以上の被害 円

30万円以上の被害 円

原動機付自転車 円

自動二輪車 円

自家用軽四輪自動車 円

自家用小型自動車以上 円

をした時など

円

1日につき 会員 円
配偶者及び子 円

そ
の
他
事
業

・入院見舞金 ・会員、会員の配偶者及び子が病気や怪我で入院した時

2,000
1,300

・活力づくり補助金 ・会員がリフレッシュのため宿泊施設を利用し、１泊以上の旅行レ
ク
・

レ
ジ
ャ
ー

・車両損害見舞金 ・会員の所有する車両が水災・雪災により被害を受けた時

10,000

20,000

・在会給付金永
年
勤

続
関
係

50,000

災
害
見
舞
金

・災害見舞金 ・会員の住居及び家財が火・水・震災等により被害を受けた時

50,000

30,000

30,000

・弔慰金 ・会員、会員の配偶者及び子、会員の実父母、会員の同居の

30,000

弔
慰
金

親族が死亡した時

100,000

50,000

20,000

事業名称 事業内容

・結婚祝金

各
種
祝
金

・銀婚祝金

・出産祝金

・入学祝金

・卒業祝金

30,000

10,000

100,000

7,406,467

10,000

50,000

20,000
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（3） その他の福利厚生について
　　職員の共済制度については、地方公務員等共済組合法に基づき各共済組合にて制度を実施して
　います。

平成２０年度負担金支払額 円 （三重県市町村職員共済組合）
円 （公立学校共済組合三重支部）

　　公務災害補償については、地方公務員災害補償法に基づき地方公務員災害補償基金が主体となり
　　　制度を実施しています。

平成２０年度負担金支払額 円

８　公平委員会の報告

（1） 公平委員会の概要
　　　　① 職員の給与等勤務条件に関する措置の要求を審査及び判定し、必要な措置を執ります。
　　　　② 職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定をします。

（2） 公平委員会の業務の状況（平成20年度）

3,429,840

389,235,655
20,924,775

勤務条件に関する措置の要求
不利益処分に関する不服申立て

業 務 の 種 別 件数
0件
0件
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